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決算説明会

2011年５月１８日大和工場
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決算概要
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連結業績概要

単位：百万円

上期は、半導体製造装置メーカーを中心に生産や設備投資が回復し、

堅調に推移したが、下期は踊り場に入り、横這いの状況が継続した。

通期での売上・利益は、前期に比べ増加した。

上期は、半導体製造装置メーカーを中心に生産や設備投資が回復し、

堅調に推移したが、下期は踊り場に入り、横這いの状況が継続した。

通期での売上・利益は、前期に比べ増加した。

2011年３月期

売上高四半期推移

391

581

515

17,457

上期

983468営業利益

1,125543経常利益

694303純利益

34,44216,984売上高

通期下期
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連結業績

124（+21.8%)570694（643.6%増）933999681,169純利益

13 円

2.9％

980

2.4％

830

34,000

2011年
2月7日

公表時予想

16 円

3.3%

1,125 （831.2%増）

2.9 %

983 （ ― %）

34,442 （37.4%増）

2011年3月期

+3円0 円14 円33 円29円１株当り配当金

+0.4%0.5%2.3%4.1%4.0%（経常利益率）

+0.5 %- %1.9%3.7%3.5%（営業利益率）

1,778

1,559

44,169

2007年
3月期

1,726

1,542

41,772

2008年
3月期

746

620

33,034

2009年
3月期

145（+14.8%)

153（+18.5%)

442
(+1.3%)

差異

25,068売上高

120経常利益

▲14営業利益

2010年
3月期

単位：百万円

売上高 経常利益 純利益単位：百万円営業利益率 単位：百万円
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ＦＡ機器分野（連結）

単位：百万円

46.2％▲24.9▲ 19.3▲ 7.08.5伸長率

52.2%

23,073

2007年
3月期

51.4%

21,460

2008年
3月期

52.4%

17,323

2009年
3月期

55.2%

19,026

2011年
3月期

13,010売上高

51.9%売上高
構成比

2010年
3月期
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制御機器、センサー、表示機器、
ＰＬＣ等の販売が大幅に増加し、
売上高は１９０億２６百万円（前期
比46.2％増）となりました。
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情報・通信機器分野（連結）

31.8％▲29.8％▲ 35.7▲ 2.3▲ 3.4伸長率

11.9%

5,264

2007年
3月期

12.3%

5,144

2008年
3月期

10.0%

3,306

2009年
3月期

8.9%

3,059

2011年
3月期

2,322売上高

9.2%売上高
構成比

2010年
3月期
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単位：百万円

売上高 構成比

組込用ボードコンピュータ、パソコ
ン本体、ケーブル等が大幅に増
加し、売上高は３０億５９百万円
（前期比31.8％増）となりました。
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電子・デバイス機器分野（連結）

43.1％▲13.4▲ 21.0▲ 6.215.6伸長率

7.6%

3,347

2007年
3月期

7.5%

3,140

2008年
3月期

7.5%

2,481

2009年
3月期

8.9%

3,074

2011年
3月期

2,148売上高

8.6%売上高
構成比

2010年
3月期
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単位：百万円
売上高 構成比

コネクタ、基板搭載用電源、ノイ
ズフィルター等が大幅に増加し、
売上高は３０億７４百万円（前期
比43.1％増）となりました。
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電設資材分野（連結）

22.3％▲23.5▲ 17.5▲ 3.75.5伸長率

28.3%

12,483

2007年
3月期

28.8%

12,027

2008年
3月期

30.1%

9,923

2009年
3月期

27.0%

9,281

2011年
3月期

7,587売上高

30.3 %売上高
構成比

2010年
3月期
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ケーブルアクセサリー、照明器具、
ボックス、電線・ケーブル、工事
材料等が大幅に増加し、売上高
は９２億８１百万円（前期比
22.3％増）となりました。
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要約連結貸借対照表（資産の部）
単位：百万円

1789,1338,955固定資産

1,22915,32814,098流動資産

23,053
1,191

164
7,599

105
1,222
7,534
5,015

2010年3月期

1,408
▲62
▲55
296

57
354

1,130
▲334

増減額（前期比）

8,665（受取手形及び売掛金）

1,577（商品）

163（繰延税金資産）

7,895（有形固定資産）

109（無形固定資産）

1,128（投資その他の資産）

4,680（現金及び預金）

24,461

2011年3月期

資産合計

◆有形固定資産

・宮城県黒川郡大和町の大和工場の建物取得： ５億６２百万円増加

・横浜市保土ヶ谷区の横浜事務所売却： １億６１百万円減少
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要約連結貸借対照表（資本・負債の部）
単位：百万円

63915,53114,892純資産合計

62115,46614,845株主資本合計

▲1861,1221,309（長期借入金）

101,008997（退職給付引当金）

5004,9504,449（支払手形及び買掛金）

▲47606654（短期借入金）

23,053

46

11,715
1,532
1,819
8,161

2,479

5,681

2010年3月期

▲1134その他の包括利益累計額合計

1,408

621
－

－

768

▲187

956
増減額（前期比）

2,291固定負債

8,930負債合計

1,819（資本金）

1,532（資本剰余金）

12,336（利益剰余金）

6,638流動負債

24,461

2011年3月期

負債純資産合計

◆自己資本比率は、前連結会計年度末の64.6 ％から63.4 ％へ1.2 ％減少しました。
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要約連結キャッシュ・フロー計算書

4,002
4,480
▲478

▲1,334
▲123

978
2010年3月期

751投資活動によるキャッシュ・フロー

▲324財務活動によるキャッシュ・フロー

663現金及び現金同等物の増・減（△）額

4,002現金及び現金同等物の期首残高

4,665現金及び現金同等物の期末残高

240営業活動によるキャッシュ・フロー

2011年3月期

①営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益１２億１８百万円、減価償却費２億６百万円と仕入債務の増加５億１百万円による増加要因、
売上債権の増加１１億３４百万円、たな卸資産の増加３億６９百万円と法人税等の支払額１億６６百万円の減少要因によ
るものです

②投資活動によるキャッシュ・フロー
主に定期預金の払戻および預入による純増額約１０億円、有形および無形固定資産の売却による収入３億１７百万円の
増加要因、有形および無形固定資産の取得による支出６億４百万円の減少要因によるものです

③財務活動によるキャッシュ・フロー
主に長期借入れによる収入４億円、長期借入金の返済による支出６億４６百万円、配当金の支払７３百万円によるもので
す

※定期預金の払戻・預入による純増減約10億円は実質的な資金の動きではなく、これを除くとＣ/Ｆ計算書とB/Sの資金増減は合致します

単位：百万円



２．第60期（2012年3月期）の見通し
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２０１２年３月期の見通し

電気機器・電子部品・産業機械業界

上期は入荷状況が不透明なため、弱含みで

推移するが、下期は、入荷状況も好転し、

回復が進むと予測

上期は入荷状況が不透明なため、弱含みで

推移するが、下期は、入荷状況も好転し、

回復が進むと予測

ＦＡ機器、電子・デバイス機器、情報・通信機器分野

上期は、復旧需要優先となる電線・ケーブル

等が品不足になり弱含みで推移するが、

下期は復興需要もあり回復が進むと予測

上期は、復旧需要優先となる電線・ケーブル

等が品不足になり弱含みで推移するが、

下期は復興需要もあり回復が進むと予測

電設資材分野

半導体・液晶製造装置関連機器メーカー
産業機器メーカー

当社顧客の生産・設備投資等は、落ち込んでいないが、上期は東日本大震災の

影響での部材供給不足による仕入先からの入荷の停滞が予想され、弱含みで

推移するものの、下期は供給も通常に戻り、回復傾向で推移するものと予測

通期では、前期と同水準になるものと予測
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月次売上推移（個別）

0

5 0 0

1 ,0 0 0

1 ,5 0 0

2 ,0 0 0

2 ,5 0 0

3 ,0 0 0

3 ,5 0 0

４ 月 ６ 月 ８ 月 １ ０ 月 １ ２ 月 ２ 月 ４ 月 ６ 月 ８ 月 １ ０ 月 １ ２ 月 ２ 月 ４ 月

２０１０年３月期 ２０１１年３月期百万円
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連結業績予想
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790（ ▲19.7%）983▲146201,542営業利益

2.8%3.3％0.5％2.3％4.1%（経常利益率）

34.7447.496.3927.3066.341株当たり当期純利益（円）

12円
（4円／－）

16円
（5円／0円）

0円
（0円／0円）

14円
（8円／5円）

33円
（10円／10円）

1株当たり年間配当金
（うち 中間／記念）

510（ ▲ 26.5%）69493399968当期純利益

51.3

746

33,034

2009年
3月期

－

120

25,068

2010年
3月期

49.7

1,726

41,772

2008年
3月期

34.0

970（ ▲13.8%）

35,100（ 1.9%）

2012年
3月期（予想）

34,442売上高

33.7配当性向（%）

1,125経常利益

2011年
3月期

売上高 経常利益 当期純利益単位：百万円 単位：百万円



３．重点課題戦略
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現在の景況認識
リーマンショック以降の急激な市場悪化の状況から回復し、先行き大きな下降局面は
無く、回復基調で引き続き推移するとの見方であったが、この震災で不透明な状況と
なっている。

仕入先各社の生産計画は、電子部品等の部材の供給不足で不透明であり、
当社への入荷状況も予測が困難な状況が上期は続くと予想。

当社顧客の生産・設備投資等は、大きく落ち込んでおらず、供給が正常に戻る

下期からは、回復傾向で推移すると予測。

このような状況で、震災からの復旧、復興に貢献することが
当社の使命と認識

このような状況で、震災からの復旧、復興に貢献することが
当社の使命と認識
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当社の取組み

利益の最大化と徹底した
ローコストオペレーション

お客様にとって良いことを徹底して考え、実行することによって、

顧客満足度向上を図る

間接部門は効率化、精度向上、ローコストオペレーションを徹底して実行していく。

営業は守るべきはきっちり守りマーケッター活動による提案営業により、徹底した

攻めの営業、戦う営業、諦めない営業の徹底をしていく。

58期～60期 【キーワード】

Ｒｅ-Ｂｉｒｔｈ スズデン

【60期 キーワード】

チームワーク
－対話によるコミュニケーションの徹底－

－ 全社の力でチームとして震災からの復興に貢献する －
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営業戦略

①成長業界への営業力強化の継続 ･･･マーケッター活動の強力な推進

◆ FAUbonのコンテンツと機能の充実・拡大

①掲載商品強化

②ユーボン商材の開発強化

③法人会員向け機能充実

④展示会での誘客やＤＭによる告知活動

⑤メールマガジンでの誘客

②Web通販ビジネスの強化

③環境ビジネスの拡大

◆環境配慮型商材の拡販

◆ＬＥＤ照明、省エネ照明等の拡販

◆工場への環境提案

④市場のニーズに合った商材の投入

⑤海外市場への対応
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ＦＡＵｂｏｎ（http://fa-ubon.jp）
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ＦＡＵｂｏｎ（http://fa-ubon.jp）
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環境ビジネスのアプリケーション例

スマート電力量モニタ

小型簡易電力計

ワットチェッカー

直管形LEDランプ
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太陽光発電モデルルーム化（東京物流センター ）

太陽光パネル 太陽光発電モニター

電力監視システムの導入

ＬＥＤ照明の推進
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機器組込商材
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快適工場提案
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快適工場提案
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営業戦略

・物流システムの品質向上活動の継続（業務改善）

・・・バーコード検品システム等による更なる推進

・免震構造による危機管理

・・・この度の地震でも商品の落下や損傷は１件もなく、免震構造が機能しました！

・物流システムの品質向上活動の継続（業務改善）

・・・バーコード検品システム等による更なる推進

・免震構造による危機管理

・・・この度の地震でも商品の落下や損傷は１件もなく、免震構造が機能しました！

全 景 免震装置

⑤東京物流センターにおける物流品質の向上
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⑥大和工場での生産拡大

外観
正面玄関

工場エリア

営業戦略
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⑦販売促進

◆展示会への出展

・ＥＳＥＣ （２０１１年５月１１日～１３日 東京ビッグサイト）

・ＦＯＯＭＡ （２０１１年６月７日～１０日 東京ビッグサイト）

・ＥＶ／ＨＥＶ 駆動システム技術展 【EV JAPAN】

（２０１２年１月１８日～２０日 東京ビッグサイト）

◆情報誌、カタログの発刊

・ベル（１２月発刊予定）

・ユーボンカタログ（６月発刊予定）

・快適工場パンフレット Vol.6 （６月発刊予定）

◆客先出前展示会、ＢＥＬＬセミナー、出前ＢＥＬＬセミナーの開催

営業戦略
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①人事・共育

◆新人事制度の導入

◆スズデンカレッジの充実

②ＢＣＭの推進

今回の震災を受けて

・・・業務や天災・人災等に関わる有事への詳細な初動動作の策定

③環境・ＣＳＲ

◆照明のＬＥＤ化推進

◆宮城県の学生に対する修学支援

経営課題
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「もの造りサポーティングカンパニー」として

日本のもの造りの現場を徹底的に支援する

ことが、日本の復興に貢献でき、

当社の使命であると認識。

当社の使命



（参考資料）

企業概要
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プロフィール（平成23年3月31日現在）

社号 ： スズデン株式会社

英文社名 ： SUZUDEN CORPORATION  
本社 ： 東京都文京区湯島２丁目２番２号

資本金 ： 1,819,230,000円

創業 ： 昭和23年1月

設立 ： 昭和27年12月

決算期 ： 3月31日

社員数（連結） ： 372名

株主数 ： 8,025名
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沿革

1948年 １月： 鈴木電気商会を創業

1952年１２月： 鈴木電業株式会社を設立

1991年 ４月： スズデン株式会社に商号変更

1996年１２月： 日本証券業協会（現：ＪＡＳＤＡＱ）に

店頭売買銘柄として登録

2004年１２月： 東京証券取引所市場第二部に上場

2007年 ６月： 東京証券取引所市場第一部に指定

2009年 ３月： 千葉県松戸市に東京物流センターを開設

2010年１１月： 宮城県黒川郡に大和工場を開設
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■社 是

「誠 実」

■コアコンピタンス

「もの造りサポーティングカンパニー」
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経営の基本方針（１）

【社会的責任】

国・地方自治体への納税を基本とし、かつ世界の将来を担う世代や教育機関

を対象とした継続的な寄付と、地域社会や災害復興を目的とした寄付を行っ
てまいります。

【投資家の皆様】

配当性向３３％を基本に考えてまいります。

【お客様】

お客様が望む商品・ソリューションを的確に提案し、商品品質・サービス品質

を向上させるとともに、お客様の多様なニーズに適切かつ迅速にお応えし、

お客様の満足度を高めてまいります。

「顧客第一」 －買っていただく喜び－
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【社 員】

「社員一人ひとりの自立が企業の成長につながる」を基本とし、社員は自己

の能力を最大限に発揮し、会社は個人を尊重して働きがいのある場を提供し、

会社も個人も共に成長できる経営を行ってまいります。

【共 育】

お客様の満足度を高めるため、社員一人ひとりに適切な教育・訓練及び経験

の機会を提供し「共に育つ」を教育理念としてまいります。

【地域社会】

循環型社会構築に向け地域社会との融和を図り、企業市民として順法・地球

環境の向上・安全を基本として活動してまいります。 活動を具体化するため、

環境方針を定め行動します。

経営の基本方針（２）
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国内有力メーカー

約 1,000社

さまざまな業界の

ユーザー企業

約 5,000社

ビジネスモデル
「もの造りサポーティングカンパニー」

当社システムエンジニアによる技術支援を柱に、高機能商品・システムのご提案やアプリケーションソフトの

ご提供をメーカーに代わって行う「メーカー代行機能」、独自の情報・物流システムで構成される「ロジスティック

機能」、お客様の一括購買を代行する「購買代行機能」、お求めやすい価格・小ロットによるオリジナルブランド

「UBON」などの機能を最大限に発揮し、広くもの造りの現場に貢献しています。

ISO9001 ・ ISO14001
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取扱い商品
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国内の拠点・子会社、海外子会社

■国内拠点（16部、2室、38営業所、1店舗、1工場、8課、4センター）
・東京営業部（４営業所） ・南関東営業部（３営業所） ・北関東営業部（４営業所）

・広域営業部（５営業所） ・電材営業部（４営業所、１センター）

・中部営業部（４営業所） ・ＥＳ営業部（５営業所） ・顧客営業部（４営業所）

・コンポーネンツ営業部（５営業所、１店舗） ・海外営業部

・システムソリューション技術部（３課） ・サービスセンター ・大和工場

・物流部（２センター） ・商品部（２課 ） ・経理部（３課） ・総務部

・品質環境部 ・社長室 ・内部監査室

■海外子会社
・SUZUDEN SINGAPORE PTE LTD
・斯咨電貿易（上海）有限公司（SUZUDEN TRADING（SHANGHAI）CO.,LTD ）

■国内子会社
・スズデンビジネスサポート株式会社


